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第 1 2025年に向けた介護保険における対応

第3章　持続可能な介護保険制度の実現
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第 2 要介護・要支援者数、利用者数の推移及び推計

　  高齢者人口の推移及び推計（再掲）1
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　  要介護・要支援者数の推移及び推計2

　  介護サービス利用者数の推移及び推計3
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第 3 第 7 期計画の取組方針
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（１）日常生活圏域の見直し

（２）施設・居住系サービスの見込み量算定の考え方
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（３）地域密着型サービスの見込み量算定の考え方
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（４）居宅サービス等の見込み量算定の考え方
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（５）介護サービス量の見込み
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（１）地域支援事業の考え方
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（１）サービスの「量」と「質」の確保のための方策   

利用者がサービスを自由に選択できるように、利用者の立場に立ったサービスの「量」

と「質」の確保に努めます。そのため、サービスの「量」の確保を図るため、介護人材

確保対策の実施や、見込量の確保が図られるよう基盤整備を実施するとともに、サービ

スの「質」の確保を図るため、介護給付の適正化事業などを実施します。 

 

① サービスの「量」の確保のための方策 

ア 人材の確保と資質の向上 

将来にわたって質の高い介護サービスを提供できる人材を育成するとともに、

介護人材の確保に向けた本市主催の事業を実施していきます。また、若い世代を

中心に、介護の仕事に興味を持ってもらうための仕組みづくりや、新規就労の促

進など、将来を見据えた人材確保策を検討・実施します。 

 

〈介護人材の確保対策〉 

No. 事業名 事業内容 活動指標 

H30～H32

年度（３年間）

の計画 

H30～H34 

年度（５年間）

の計画 

  

介護職員初

任者研修受

講就労助成

金事業 

介護職員初任者研修を受講後、市内

の介護事業所に3か月以上勤務して

いる等の条件を満たす方に、受講費

用の１／２（限度額有）を交付しま

す。 

制度 

利用者数 
  7人  95人 

２ 

介護従事者

のためのス

キルアップ

研修事業 

介護事業所に勤務しスキルアップ

を目指す方に、基礎的な介護スキル

を身につけ、介護職への定着を促す

ための研修を開催します。 

受講者の 

従事継続率 

９５％ 

以上 

９５％ 

以上 

３ 

有資格者の

ための 

スキルアッ

プ研修事業 

介護資格を所持しているが、現在介

護事業所で勤務していない方のケ

アのスキルアップ、最新の介護保険

制度の説明等により就労への不安

を取り除き、市内介護事業所への就

職を促します。 

受講後の 

就職者数 
６０人 １００人 

４ 

認知症介護

実践者等研

修事業 

認知症高齢者に対して適切な知識

と技術により介護サービスが提供

されるよう、事業者の知識・技術の

向上を図るため、従事者の知識、経

験、職種等に応じた研修を開催し、

介護技術の向上、専門的な人材の養

成など、認知症高齢者に対する介護

サービスの充実を図ります。 

指導者養成

研修 

受講者数 

３人 ５人 

５ 
市民向け 

介護講座 

市民の方に基礎的な介護スキルを

学んでもらい、自宅でのケアの不安

を取り除くとともに、将来的な介護

職への就労を目指します。 

参加人数 １８０人 ３００人 

（１）サービスの「量」と「質」の確保のための方策
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６ 

【新規】 

民間教育力

活用事業 

との連携 

学校教育課の事業である民間教育

力活用事業※において、介護保険事

業者連絡会を講師リストに登録し、

積極的な活用を推進することによ

り、静岡市立小・中学校の児童・生

徒に対して、介護の魅力や地域福祉

などを発信し、発展的な学習の充実

を図ります。 

※ 幅広い経験や優れた知識・技能を持つ民

間人を講師として活用する事業 

事業の実施 実施 実施

７ 

【新規】 

介護従事者

のための勤

務環境改善

支援事業 

職員へのアンケートを実施し、職場

の環境を客観的なデータとして、解

決すべき職場の課題設定、解決策立

案、課題解決ワークショップ実施な

ど、そこから解決の方向性を考えら

れるよう支援する事業を計画して

います。 

事業の 

検討・実施
検討・実施 実施

【新規】 

要介護度改

善評価事業 

効果的なサービス提供の取組によ

って要介護度が改善した事例を介

護サービス事業者から募集し、事業

者による投票を経て、優秀な事例に

ついて表彰する事業を計画してい

ます。 

事業の 

検討・実施
検討・実施 実施

 

【参考】介護人材確保に関する国・静岡県の対応方針 

国 人材の有効活用・機能分化、ロボット技術等を用いた負担軽減、各種基準の緩和等

を通じた効率化を推進。                  出典：厚生労働省資料

静 

岡 

県 

基本整備・介護人材のすそ野の拡大・参入促進のための研修支援・地域のマッチン

グ機能強化・キャリアアップ研修の支援・潜在有資格者の再就業促進・地域包括ケ

ア構築のための広域人材育成・勤務環境改善支援       出典：静岡県資料 

 

イ 公募又は協議・審査による事業者の指定 

      必要とするサービスの量を計画に定め、地域のニーズに応じたバランスの取れ

たサービスの提供体制を確保する観点から、本計画期間においてもサービス種別

に応じて公募（介護老人保健施設・グループホーム）又は協議・審査（その他の

サービス）による事業者の指定を進めます。 

      また、本計画で見込んだサービス量を適切に確保するため、介護サービス事業

者に向けてニーズ情報を発信したり、複数のサービスを組み合わせた公募を行う

など、事業者がより参入しやすいものとなるよう取り組んでいきます。 

      なお、計画策定時における公募の見込と異なり、既存の指定事業者などが、サ

ービス見込量を充足できないときは、追加で募集を行う場合があります。 
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② サービスの「質」の確保のための方策 

ア 介護給付の適正化（ 4期静岡市介護給付適正化計画抜粋） 

     介護保険サービスの給付適正実施のために、介護給付を必要とする被保険者（市

民）を適切に認定し、真に必要とする過不足のないサービスを事業者が適切に提供

するよう促す取組として「介護給付の適正化」を推進します。 

この取組は、保険者（市）が自ら主体的・積極的に取り組むべきものであり、保

険者（市）が被保険者（市民）に対して責任を果たすという観点から、保険者機能

を高め計画的に実施します。また、要介護認定申請から結果通知までの期間短縮に

ついて改善を図ります。 

 

〈介護給付の適正化の取組〉 

No. 事業名 事業内容 活動指標 

H30～H32

年度（３年間）

の計画 

H30～H34 

年度（５年間）

の計画 

  
要介護認定

の適正化 

【認定調査の結果についての 

保険者による点検等】 

・職員による点検を全件実施しま

す。 

・点検の結果、修正が多い事項等を

認定調査員研修で活用します。 

・専任者による点検など、点検事務

の方法を検討して見直しを行い

ます。 

認定調査結

果の点検 

全件 

点検 

全件 

点検 

点検結果の

分析及び認

定調査員研

修等で周知 

９回 １５回 

認定調査結

果の点検事

務の委託 

検討・準備 

・実施 

検討・準備 

・実施 

【要介護認定の適正化に向けた取

組】 

・介護認定審査会委員研修及び認定

調査員研修を開催します。 

・全国の保険者との格差分析を行

い、その結果を介護認定審査会委

員及び認定調査員に周知します。 

・ＩＣＴの推進など、認定調査の効

率的な実施方法を検討して見直

しを行います。 

各研修の開

催 
９回 １５回 

「業務分析

データ」結果

の比較分析 

実施 実施 

認定調査の

ＩＣＴの推

進 

実施 実施 

２ 
ケアプラン

の点検 

・対象となる居宅介護支援事業所を

選定してケアプランの提出を求

め、事前に内容を確認し、事業所

への訪問などにより介護支援専

門員への助言、支援を行います。 

・より効果的な助言、支援が行える

よう、市内の介護支援専門員に点

検への協力を依頼することを検

討します。 

ケアプラン

点検の実施 

（対面での

助言・支援） 

１５件 ２５件 

介護支援専

門員と協力

した点検 

3件 9件 
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３ 
住宅改修等

の点検 

【住宅改修の点検】 

・書面による点検を全件実施しま

す。 

・疑義がある案件について、施工前

または施工後の現地確認を実施

します。 

・点検にあたって庁内のリハビリテ

ーション専門職または建築専門

職の支援を受けられる体制の構

築を検討します。 

書面点検 
全件 

実施 

全件

実施

現地確認 ９件 １５件

リハビリテ

ーション専

門職等の支

援を受けた

点検 

３件 ９件

【福祉用具購入・貸与の調査】 

・購入は、書面による点検を全件実

施します。 

・疑義がある案件について、事業所

や介護支援専門員への問合せま

たは訪問による利用状況の実態

調査を実施します。 

・点検にあたって庁内のリハビリテ

ーション専門職の支援を受けら

れる体制の構築を検討します。 

書面点検（購

入） 

全件 

実施 

全件

実施

事業所等へ

の問合せ又

は訪問によ

る実態調査 

２１件 ４５件

リハビリテ

ーション専

門職の支援

を受け点検 

３件 ９件

４ 

縦覧点検・医

療情報との

突合 

【縦覧点検】 

・国保連※への委託により点検を実

施します。 

・委託対象外のものについては、職

員による点検を実施します。 

※静岡県国民健康保険団体連合会 

国保連への

委託 
実施 実施

市職員によ

る点検 
実施 実施

【医療情報との突合】 

・国保連への委託により点検を実施

します。 

国保連への

委託 
実施 実施

５ 
介護給付費

通知 

・介護予防・生活支援サービスの利

用者を含む全ての利用者に対し

て、介護給付費通知を送付しま

す。 

・介護給付費通知の趣旨や通知の見

方など制度の周知を図ります。 

介護給付費

通知の実施 
６回 １０回

６ 

給付実績の

活用 

 

・国保連の介護給付適正化システム

による分析データを点検し、請求

内容が適正であるか確認します。

・国保連が開催する研修会への参加

や、同会が作成したマニュアルを

活用して、点検を実施できる職員

の数を増やします。 

介護給付適

正化システ

ムによる分

析データの

点検 

１２種類 

以上 

２０種類

以上

７ 

【新規】 

要介護認定

の申請から

結果通知ま

での期間の

短縮 

 

・認定調査員の人員体制の見直し等

を検討し、認定申請から認定調査

実施まで日数の短縮を図ります。

・認定調査員に対する内部研修や連

絡会を毎月開催し、調査票の点

検、修正に要する時間の短縮を図

ります。 

・認定結果通知までの平均処理期間

や未処理件数を毎月集計し、未処

理件数の増加等を速やかに把

握・分析して早期の対策につなげ

ます。 

要介護認定

の申請から

結果通知ま

での平均処

理期間の短

縮 

３８日 ３6 日
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イ 介護サービス事業者の指導監督 

No. 事業名 事業内容 活動指標 

H30～H32

年度（３年間）

の計画 

H30～H34 

年度（５年間）

の計画 

  

介護サービ

ス事業者の

指導監督 

介護サービス提供が、真に要介護者

の自立支援に寄与しているか、目的

を達成しているか、事業者による不

正、不適切なサービス提供がないか

など、介護サービスの質の確保、向

上及び保険給付の適正化を図る観

点から、介護サービス事業者に対す

る指導や監査を実施します。 

事業の実施 実施 実施 

 

ウ 介護相談員派遣等事業 

No. 事業名 事業内容 活動指標 

H30～H32

年度（３年間）

の計画 

H30～H34 

年度（５年間）

の計画 

  
介護相談員

派遣等事業 

施設・居住系サービスの提供事業所

（施設）に 三者である介護相談員

を派遣し、利用者のサービスに関す

る不安・不満等を解消し、苦情の未

然防止、利用者の求めに応じた提案

などを行い、利用者の立場に立った

サービスの質の向上を図ります。 

事業実施に

対する事業

所のアンケ

ート結果（効

果があると

の回答割合） 

７０％ 

以上 

７０％ 

以上 

 

③ 介護サービスの円滑な利用 

    高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、利用者のサービス選択に役に

立つ情報の提供や、介護保険制度の周知・啓発などを実施します。 

〈介護サービスの円滑な利用の取組〉 

No. 事業名 事業内容 活動指標 

H30～H32

年度（３年間）

の計画 

H30～H34 

年度（５年間）

の計画 

  

介護保険制

度等の情報

発信 

市民に介護保険制度を伝えるため、

パンフレットやホームページ、市政

出前講座などを実施します。また、

介護サービス事業者に対しては、事

業者団体との連携やメール配信シ

ステムの活用などにより、迅速・的

確な情報提供を図ります。 

事業の実施 実施 実施 

【新規】 

職域への 

ＰＲ事業 

働く世代や高齢者になっても働く

人へ、介護保険制度やサービスの利

用方法などを周知します。 

事業の実施 実施 実施 
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２ 

【新規】 

介護サービ

ス情報の公

表 

介護サービス利用者が客観的な情

報をもとに、介護サービス事業所を

主体的に選択できるようにするこ

とを目的としています。平成30年

４月から制度運用に関する事務が

静岡県から本市に移譲されたこと

から、より地域に密着した情報提供

の充実に努めます。 

事業の実施 実施 実施

介護サービ

ス評価事業 

市が事業者団体と協力して作成し

た評価基準により、施設や事業所の

従事者が自らのサービスを評価し、

利用者評価や他の事業所との比較

をもとにサービスの質の向上に取

り組むものです。 

今後は、介護サービス情報の公表の

取組と合わせて事業内容も併せて

再構築します。 

事業の実施 実施 実施
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第 4 介護保険料

　  介護保険料基準額の算出方法1
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　  第１号被保険者の介護保険料基準額2
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　  介護保険料段階の設定3
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　  平成37（2025）年における介護保険料等の推計4

H29(実績) H32(推計) H37(推計)

総人口  （人） 706,839 683,701 657,103

高齢者人口 （人） 207,014 210,440 209,320

65歳～74歳 （人） 103,107 98,325 82,162

75歳以上 （人） 103,907 112,115 127,158

高齢化率 （％） 29.3 30.8 31.9

H29(実績) H32(推計) H37(推計)

第1号被保険者数 （人） 207,014 210,440 209,320

第2号被保険者数 （人） 236,783 234,149 221,764

H29(実績) H32(推計) H37(推計)

要介護・要支援者数 （人） 36,838 39,300 43,696

H29(実績) H32(推計) H37(推計)

居宅サービス利用者数 （人） 24,740 25,984 27,383

地域密着型サービス利用者数 （人） 5,853 7,087 8,179

施設サービス利用者数 （人） 5,933 6,010 7,268

主なサービス 

　訪問介護利用者数 （人） 5,325 5,520 4,927

　通所介護利用者数 （人） 7,368 8,053 8,091

　福祉用具貸与利用者数 （人） 10,195 10,928 12,639

H28(実績) H32(推計) H37(推計)

保険給付費 （億円） 588.2 639.4 729.9

地域支援事業費 （億円） 10.8 33.5 40.2

H27～29 H30～32 H36～38

（第6期） （第7期） （第9期推計）

保険料基準額 

（月額） （円） 5,267 5,492 7,478
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